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ブロードバンドでネット市場は再び活性化するのか

n 証券アナリストの視点から見た、インターネット市場とブロードバンド普及
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論点

n 株式市場から見て、この3年インターネット市場に何が起こったのか

– 市場の評価はどのように変わったか

– 何が評価を変えさせたのか

– 得られた教訓は何か

n ブロードバンドに対する見通しは？

– 普及ペースをどのように見ているのか

– 儲かっている事例は、足元の注目領域はどこか

n ブロードバンドはインターネット市場を再び活性化させるのか

– 教訓、事例を踏まえ、再活性化に向けた注目点は
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インターネットユーザーの推移
基本的には右肩上がりだが…
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資本市場の評価は … インターネット代表企業の株価推移
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基本的には期待の剥離 …下がる株価収益率（PER）：ヤフーの場合
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なぜ、期待は膨らみ、そして剥離していったのか

n期待
– インターネットは、新たなメディアとしてテレビに相当する、ひょっとすると

テレビ以上の市場が形成されるだろう。

– 情報流通の合理化で“中抜き”が急速に進み、産業構造の変革が進む
だろう。その際に、付加価値はインターネット内に移転すると思われる。

n剥離
– インターネット広告には思った程の効果が確認できない。広告市場の縮

小でメディアとしての成長が足踏み状態。新たなコンテンツの登場も期
待薄。

– 従来からの慣行の壁は厚いし、現状では柔軟性のある既存の構造の
方が合理的。
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加速し始めたブロードバンドの普及
月次30万件増が続くADSL加入

出所：電気通信事業者協会
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今後のブロードバンド普及予想 当面はADSL接続が牽引
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IP 普 及 率 42.6% 49.1% 55.3% 60.4% 63.8% 67.9% 70.2% 72.1% 73.4% 74.5%

ブロードバンド

B B 世 帯 数 4,000 8,900 12 ,700 15 ,600 18 ,000 20 ,700 23 ,700 26 ,100 28 ,200 30 ,000
B B 普 及 率 8 .5% 18.9% 27.0% 33.2% 38.3% 44.0% 50.4% 55.5% 60.0% 63.8%
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インターネットトラフィックに生じ始めた変化
国内主要インターネットエクスチェンジ（NSPIXP-2）の24時間トラフィック

2001年4月 2002年3月

出所：WIDE（http://www.wide.ad.jp/）
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結局、目が向くのはインターネット“周辺”ビジネス

n 昨年までの昼休み、深夜のアクセス集中から21-24時のプライムタイム形
成へ。

n ブロードバンドユーザーのインターネット利用時間は2倍、ページビューは
3倍（出所：Nielsen//Netratings）。

一見メディアとしての
地位向上だが

n ユーザーはまだまだ常時接続のメリットを享受しているに過ぎない。

n ブロードバンドとしての利用は、まだまだ。
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堅調なEコマースの成長
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多様化が進むヤフーの収益構造
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楽天、ヤフーから何を学ぶべきか、そして今後の懸念事項は

n 彼らが行なった収益の多様化は、決して“場当たり”ではない。

→ まずは、ユーザーのメリットを明確にしてから

n ブロードバンド環境の本格化はどのようなニーズを喚起するのか

→ 今後の懸念は設備投資の動向
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結論：
ブロードバンドはインターネット市場を再び活性化させるのか

n “資本市場からの神風は吹かない”という前提が基本

n 期待されるのは、インターネット広告の回復による全体の収嵩上げ

n 広告収入を原資としたコンテンツの多様化、そしてユーザー課金へ

n それでも、設備投資による収益圧迫は依然として懸念材料。
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